リサーチレターNo.17：「内部統制制度の導入効果に関する一考察」 by 孫 美灵





















流  通  科  学  大  学  学  術  研  究  会 























リー法，Sarbanes-Oxley Act of 2002，SOX）が制定された背景には 2002 年 7 月のアメリカ史
上最大の倒産劇と言われる大手通信会社ワールド・コムの倒産，2001 年 12 月の大手エネルギー
会社エンロンの倒産がある。こういった虚偽の会計情報の開示による証券市場の健全な発展への





用（監査費用を含まない）は，大規模企業（売上高 70 億～100 億ドル（約 5,600 億～8,000 億円））
の場合，平均的に 1 千万ドル（約 8 億円）に達している（ARC Morgan [2005]，p.6）。また 2003
年 1 月から 2005 年 9 月までの間，SOX の導入コスト（監査コストを含む）を自発的に開示して
いる上場企業（売上高 20 億ドル（約 1,600 億円）以下の企業）をサンプルとしてその平均コス
トを算出したところ 2.2 百万ドル（約 1.8 億円）であった（Krishna et al. [2008]，p.170 ）。ま
た、企業は内部統制制度の莫大な導入コストを恐れて SOX404 条の適用範囲から免れるための対
策を取り，SOX404 条は世界中の企業を米国の証券市場から遠ざける結果を招いたとされている
（Gao et al. [2009] p.500）。日本企業はアメリカ企業ほどではないものの，相当な金額を投入し
ている。高田[2010]によれば，日本企業の約 4 割が 1 億円以上，大規模会社（連結売上高 1,000
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部 統 制 制 度 の 効 果 を 主 張 す る 先 行 研 究 の 論 点 は 主 に 資 本 コ ス ト の 低 下 に あ る が ，
Ashbaugh-Skaife et al. [2009]では，内部統制上の不備を報告する企業はそうでない企業より資
本コストが高いとされている（p.39）。Hossain et al. [2011]では，SOX の導入によって企業の財
務報告の品質が高まるとされている（p.313）。また Ashbaugh-Skaife et al. [2008]では，内部統
制上の不備を報告する企業はそうでない企業より高い異常会計発生高を開示するとされている
（p.247）。しかし，上記の結論と相反する研究結果も存在する。まず，Ogneva et al. [2007]では
SOX の導入と資本コストの低下には直接的な関連はないと主張している（p.1286）。2004 年か
ら 2006 年の間で米国の SOX404 条に基づきはじめて内部統制報告書を提出する企業 2,515 社を
対象として検証した結果，2,515 社のうち 346 社が内部統制に不備がある評価結果となっている
が，内部統制上不備があったという情報の開示が資本コストに直接的な影響がなかったと結論付



























本稿で事例として取り上げる企業 4 社はすべて日本の大手製造業である。以下 A 社，B 社と名
付けられているのは日本にある本社であり，C 社と D 社は中国に拠点を置く日本の海外子会社で
ある。A 社，B 社および C 社と D 社の親会社は企業の歴史が長く，業界の中で高い市場シェア
を占めており，内部統制制度の導入効果を分析する対象として代表性のある事例であると考えら
れる。 
















































依拠する法律 会社法，金融商品取引法 会社法，証券法，会計法 




実施開始時期と実施対象 2008 年 4 月 全上場企業 
 
2009 年 7 月 国内上場企業，監
査は任意 

















1. 企業 A５) 
a. 基本情報と組織風土 
表 2 企業 A の基本情報 
業種 所在地 設立 監査法人 
製造業 日本 1930 年代 Big4 
 
A 社は 1930 年代に設立され，業界のなかでトップの位置に君臨している。A 社の競争力をも










































2. 企業 B７) 
a. 基本情報と組織風土 
表 3 企業 B の基本情報 
業種 所在地 設立 監査法人 
製造業 日本 1940 年代 Big4 
 










B 社は 2004 年から本社監査室に内部統制プロジェクト事務局を設置し，総勢 20~30 人の体制

























































3. 企業 C８) 
a. 基本情報と組織風土 
表 4 企業 C の基本情報 
業種 所在地 設立 企業属性 監査法人 
製造業 蘇州 2003 年 日本独資 （監査未実施） 
 
C 社は 2003 年に中国蘇州市に設立され，日本側が 100%出資している日本独資の製造業企業
















 C 社は 2011 年に内部監査部に内部統制プロジェクト事務局を設置し，総勢 30 人の体制でコン
サルティング会社の支援を受けながら内部統制制度の導入に着手した。図 2 は C 社の内部統制制
度導入体制を示したものである。内部監査部長を内部統制プロジェクト・リーダーとし，内部監















































4. 企業 D９) 
a. 基本情報と組織風土 
表 5 企業 D の基本情報 
業種 所在地 設立 企業属性 監査法人 
製造業 上海 1995 年 日中合弁 Big4 
 
D 社は 1995 年に上海に設立され，日本側の投資額が大多数を占める日中合弁企業である。ま
た中国市場で大きな市場シェアを占める優良企業である。C 社と同様に親会社が東証一部に上場
しており，D 社が当該親会社の連結範囲に含まれるため，D 社には日本の内部統制制度が適用さ
れる。D 社の組織風土は以下の 2 点であると考えられる。 

















b.  内部統制制度の導入 
 D 社は 2007 年に，財務部に内部統制プロジェクト事務局を設置し，総勢 11 人の体制でコンサ
ルティング会社の支援を受けながら内部統制制度の導入に着手した。図 3 は D 社における内部統
制制度の導入体制を示したものである。財務部長を内部統制プロジェクト・リーダーとし，財務




が得られた。D 社では 2007 年の準備段階から 2008 年度末の最初の内部統制報告書を提出する
までかかった費用（コンサルティング費用と監査費用を含む）は約 200 万人民元（日本円に換算




















































以上 4 社の事例分析から，A 社と C 社では業務の有効性や効率性において制度導入の効果が現












                                                  
１ )  C 社のインタビューによる。 
２ )  C 社のインタビューによる。 
３ )  中国の内部統制制度の基準は財政部のリーダーシップのもと，証券監督管理委員会，審計署，国有資産
監督管理委員会，銀行業監督管理委員会，保険業監督管理委員会の五つの組織の共同で公布されている。 





５ )  2012 年 9 月 7 日に，A 社本社経理部門 A 部署課長と B 部署の課長対しインタビューを行った。A 社に
おける内部統制プロジェクト推進部門は本社経理部門である。 
６ )  経営者が不当な目的の為に内部統制を無視ないし無効ならしめるときに，内部統制は限界を有するとさ
れている。（企業会計審議会[2011],14 頁） 
７ )  2012 年 6 月 5 日に，B 社本社の財務担当執行役員，監査室課長に対しインタビューを行った。B 社にお
ける内部統制プロジェクト推進部門は本社監査室である。 
８ )  2012 年 8 月 23 日に，C 社の総経理，内部監査部長および副部長の 3 人に対しインタビューを行った。
C 社における内部統制プロジェクト推進部門は内部監査部である。 
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